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集約型都市構造に向けた都市政策立案のための定量評価手法の構築

(Quantitative Evaluation Method for Urban Strategies toward Consolidated Compact Cities)

　未曾有の人口減少・少子高齢化時代を迎えるなか,中心市街地の空洞化や空き家・空き地の増加

による都市のスポンジ化が深刻さを増しており,限られた時間と行財政資源という制約のもとで,効

率的で効果的な都市政策を推進するためには,経験則に頼らない客観的な現状分析と定量評価に基

づく都市政策の立案が求められる。

　都市政策が担う領域は,広義の意味では,都市計画から開発行為規制,建築基準法の許認可など多

岐にわたるが,都市政策を実現するツールとして公共施設整備も含めるという考えがある。本論で

は,1) 地方自治体が集約型都市構造に向けて, 都市計画法の線引き制度を活用した市街化区域の縮

小, いわゆる「逆線引き」を検討するうえで基本となる, 将来の人口減少に見合った適正規模の市

街化区域を客観的に設定する手法,2)近年, 立地適正化計画を策定する地方自治体が急増するなか,

居住誘導区域の検討にあたり, 小地域単位で低炭素化寄与度を定量評価し, 候補区域を抽出する手

法,3)集約型都市構造のインセンティブとして,郊外部の公営住宅を中心市街地に集約･再編する場

合に,その効果を計画段階と集約完了後に低炭素化の観点から定量評価する手法,を開発している。

　本論は,全 5章で構成しており,各章の概要は以下のとおりである。

　第 1 章では, 本研究の背景と目的, 研究の構成を示した。既往の集約型都市構造に関連した事例

研究を時系列で整理し,都市工学・交通工学の見地による研究が多くを占めていた時期から,人口減

少・少子高齢化が社会問題として注目されはじめ,全国の地方自治体において集約型都市構造の取

り組みが拡がるにつれて,具体的な研究が数多く報告されてきた経緯を明確にし,そのなかで実践的

かつ実用的な本研究の位置づけを明らかにした。

　第 2章では,国勢調査と市町村別決算状況調査を基に,全国 1,712の市町村における人口密度と住

民一人あたり歳出額の関係性を検証した結果,人口密度が著しく低い 500人/km2以下の都市が,行

政サービスの非効率化を招いていることを明らかにした。さらに,全国 621の線引き市町村におけ

る市街化区域面積と区域内人口の関係性について多項式回帰を用いて明らかにしたうえで,集約型

都市構造の検討にあたり基本となる将来の人口減少に見合った市街化区域の適正面積を,多項式回

帰を用いた客観的なアプローチにより推計する手法を開発した。

　第 3 章では, 北海道釧路市と室蘭市を対象都市に選定し, 地方自治体が集約型都市構造を推進す

るうえで,現時点で最も有力な政策ツールである立地適正化計画の策定にあたり,居住誘導区域を設

定する場合に,既往の計画にはない環境面からの評価を補完する目的で,小地域 (町丁目)単位で自

動車通勤にともなう CO2排出量を推計し,全市的な低炭素化への寄与度が高い町丁目を「低炭素化



寄与区域」として抽出する,低炭素化評価手法を開発した。

　第 4 章では, 地方自治体が集約型都市構造を推進するうえで, 既存政策の活用は必要不可欠であ

る。老朽化した公営住宅団地を用途廃止して中心市街地に集約・再編する場合に,計画段階におい

て,全ての公営住宅団地に関して,不特定多数の入居世帯が通勤や買物など自家用自動車を利用した

移動行為で排出する CO2 量を推計し, 推計結果から客観的に対象団地を選定する手法と, 集約･再

編の完了後に,期待した効果が発現されているか定量評価により検証する手法を開発した。

　第 5章では,各章の論考を通して,集約型都市構造の推進における財政面の効果とともに,自家用

自動車依存度が高い地方都市においては,集約型都市構造と低炭素化社会が両立できる可能性を明

らかにした。現状の市街化区域と居住誘導区域に, 第 2 章で導出した縮小後の市街化区域と, 第 3

章で導出した低炭素化寄与区域を重ねて,線引きの見直しや居住誘導区域の設定,または見直しにお

ける活用方法を明らかにした。いずれも,今後地方自治体が集約型都市構造に向けた都市政策を立

案するうえで,有用な知見を与えるものである。

　これを要するに,著者は,集約型都市構造の検討にあたり基本となる,市街化区域および居住誘導

区域の適正規模・範囲を客観的に導出する低炭素化評価手法を確立するとともに,既成市街地の集

約･再編における低炭素化効果を主として定量的に明らかにし,集約型都市構造に向けた都市政策立

案のための定量評価手法を構築した。これは,都市計画学,都市再生計画学に貢献するところ大なる

ものがある。よって著者は,北海道大学博士 (工学)の学位を授与される資格があるものと認める。


